
令和5年度

菊池市水道事業会計予算書

議案第　21　号



　（総則）

第1条　令和5年度菊池市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。

14,630 戸　

4,127,000  

11,307  

144,262 千円

237,800 千円

　（収益的収入及び支出）

第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第11款 650,751 千円

543,368 千円

107,380 千円

3 千円

第21款 609,490 千円

555,364 千円

49,324 千円

802 千円

4,000 千円

　（資本的収入及び支出）

　 34,400千円、過年度分損益勘定留保資金 188,821千円で補てんするものとする。）。

第31款 資本的収入 361,634 千円

309,400 千円

37,266 千円

14,967 千円

1 千円

第41款 資本的支出 584,855 千円

389,373 千円

195,482 千円

令和5年度 菊池市水道事業会計予算

収　　入

支　　出

収　　入

　　第3項　特別損失

　　第1項　営業収益

　（ア）　水道設備費

（4）　主要な建設改良事業

（2）　年間総配水量　　　　　 

水道事業収益

　（イ）　水道整備費

水道事業費用

　　第2項　営業外収益

　　第1項　営業費用

　　第2項　営業外費用

（1）　給水戸数　　　　 

　対して不足する額 223,221千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額

（3）　一日平均配水量　　 

　  第3項　企業債償還金

　　第4項　予備費

　  第1項　建設改良費

  　第3項　一般会計繰入金

　　第3項　特別利益

  　第4項　負担金

第4条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

  　第5項　固定資産売却代金

支　　出

  　第1項　企業債
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　（企業債）

第5条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第6条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（1） 千円

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第7条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

（1） 職員給与費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第8条　たな卸資産の購入限度額は、17,000千円と定める。
　

　　　令和5年2月17日 提出

　　　　　　菊池市長　江頭　実

利　率

　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

営業費用と営業外費用

償還の方法

年3.0％以内

（ただし、利率見直し方式

で借り入れる政府資金等

については、利率の見直

しを行った後においては、

当該見直し後の利率）

40年以内

（うち据置期間5年以内）

半年賦元利均等償還

ただし、企業財政その他の

都合により、繰上償還をな

し、又は低利債に借り換え

ることができる。

起債の目的

309,400

千円

（借入方法）

証書借入又

は証券発行

限度額 起債の方法

上水道事業

5,000

67,182
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予定額（千円） 備考

11 水道事業収益 650,751             

1 営業収益 543,368             

1 給水収益 539,000             

3 その他営業収益 4,368                 

2 営業外収益 107,380             

1

受取利息及び配

当金

44                     

3 雑収益 37,520               

5 長期前受金戻入 69,816               

3 特別利益 3                       

1

固定資産売却収

益

1                       

2

過年度損益修正

益

1                       

3 その他特別利益 1                       

収　　入

款 項 目

令和5年度 菊池市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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予定額（千円） 備考

21 水道事業費用 609,490             

1 営業費用 555,364             

1 原水及び浄水費 112,675             

2 配水及び給水費 77,424               

4 総係費 131,361             

5 減価償却費 232,421             

6 資産減耗費 1,482                 

7 その他営業費用 1                       

2 営業外費用 49,324               

1

支払利息及び企

業債取扱諸費

42,979               

3 雑支出 1,751                 

4 消費税 4,594                 

3 特別損失 802                   

1 固定資産売却損 1                       

3

過年度損益修正

損

800                   

4 その他特別損失 1                       

4 予備費 4,000                 

1 予備費 4,000                 

支　　出

項款 目
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予定額（千円） 備考

31 資本的収入 361,634             

1 企業債 309,400             

1 企業債 309,400             

3 一般会計繰入金 37,266               

1 一般会計繰入金 37,266               

4 負担金 14,967               

1 負担金 5,000                 

2 加入金 9,966                 

3 工事負担金 1                       

5

 固定資産売却

代金

1                       

1

固定資産売却代

金

1                       

予定額（千円） 備考

41 資本的支出 584,855             

1 建設改良費 389,373             

2 固定資産購入費 1                       

3 水道設備費 144,262             

4 水道整備費 237,800             

5 営業設備費 7,310                 

3 企業債償還金 195,482             

1 企業債償還金 195,482             

支　　出

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　入

款 項 目
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(単位：千円）

当年度純利益 17,581

減価償却費 232,421

貸倒引当金の増減額（△は減少） 39

長期前受金戻入額 △ 69,816

受取利息及び受取配当金 △ 44

支払利息 42,979

未収金の増減額（△は増加） 834

未払金の増減額（△は減少） △ 7,908

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,668

引当金の増減額（△は減少） △ 4,785

有形固定資産の除却 1,432

小計 214,401

利息及び配当金の受取額 44

利息の支払額 △ 42,979

業務活動によるキャッシュ・フロー 171,466

有形固定資産の取得による支出 △ 354,067

有形固定資産の売却による収入 2

水道加入金による収入 9,060

一般会計からの繰入金による収入 37,266

工事負担金等による収入 5,001

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 302,738

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 309,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 195,482

財務活動によるキャッシュ・フロー 113,918

△ 17,354

488,308

470,954

5　資金期首残高

6　資金期末残高

令和5年度 菊池市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日 から 令和6年3月31日 まで）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

4　資金増加額（又は減少額）
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1 総括 (単位：千円)

備考 (  )内は、短時間勤務職員等数。

期末勤勉手当には賞与引当金繰入額 4,101千円を含む。

ア 会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

備考 (  )内は、短時間勤務職員数。

期末勤勉手当には賞与引当金繰入額 4,101千円を含む。

イ 会計年度任用職員 (単位：千円)

備考

2 給料及び手当等の増減額の明細 (単位：千円)

備考 会計年度任用職員以外の職員について記載。1

期末勤勉手当 △ 500

住居手当 △ 12

手当等 △ 777 その他の増減分 △ 777

扶養手当 △ 180

通勤手当 △ 85

その他の増減分 △ 2,194 採用退職異動等に係る増減 △ 2,194

普通昇給に伴う増減分 47

給料 △ 2,147

1 (  )内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員数。

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

前年度 86 848 934

比較 154 17 171

手当の内訳

区分 通勤 期末 合計

本年度 240 865 1,105

比較 0 (0) 85 0 171 256 35 291

5,430 864 6,294

前年度 2 (2) 4,240 0 934 5,174

本年度 2 (2) 4,325 0 1,105

829 6,003

区分

職員数 給与費

法定福利費 合計

（人） 報酬 給料 手当 計

△ 777

1

2

3 法定福利費には法定福利費引当金繰入額 822千円、公務災害補償基金負担金 82千円及び退職手

当組合負担金 4,152千円を含む。

12,803 840 18,243

比較 △ 180 △ 12 △ 85 0 0 △ 500

前年度 1,596 576 656 1,220 552

手当等

の内訳

0

合計

本年度 1,416 564 571 1,220 552 12,303 840 17,466

区分 扶養 住居 通勤

時間外

勤務

管理職 期末勤勉 児童

比較 0 (0) 0 △ 2,147 △ 777 △ 2,924 △ 2,033 △ 4,957

47,123 13,765 60,888

前年度 8 (0) 0 31,804 18,243 50,047

本年度 8 (0) 0 29,657 17,466

15,798 65,845

区分

職員数 給与費

法定福利費 合計

（人） 報酬 給料 手当等 計

△ 606

1

2

3 法定福利費には法定福利費引当金繰入額 822千円、公務災害補償基金負担金 82千円及び退職手

当組合負担金 4,152千円を含む。

13,651 840 19,177

比較 △ 180 △ 12 69 0 0 △ 483

前年度 1,596 576 742 1,220 552

手当等

の内訳

0

合計

本年度 1,416 564 811 1,220 552 13,168 840 18,571

区分 扶養 住居 通勤

時間外

勤務

管理職 期末勤勉 児童

比較 0 (0) 85 △ 2,147 △ 606 △ 2,668 △ 1,998 △ 4,666

前年度 10 (2) 4,240 31,804 19,177 55,221 16,627 71,848

本年度 10 (2) 4,325 29,657 18,571 52,553 14,629 67,182

給与費明細書

区分

職員数 給与費

法定福利費 合計

（人） 報酬 給料 手当等 計
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3 給料及び手当の状況

(1) 職員一人当たり給与

(2) 初任給

(3) 級別職員数

（級別の基準となる職務内容）

7級

一般行政職

主事

技師

主事

技師

係長

参事

主任

課長補佐

係長

参事

課長

総務審議員

課長補佐

部長

統括審議員

首席審議員

次長・課長

部長

計 8 100.0

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級

令 和 4 年 1 月 1 日

現 在

7級

5級 2 25.0

6級 1 12.5

4級 3 37.5

計 8 100.0

1級 1 12.5

2級 1 12.5

5級 1 12.5

6級 1 12.5

3級

1 12.5

3級 2 25.0

4級 2 25.0

区　　　分

一　般　行　政　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令 和 5 年 1 月 1 日

現 在

1級 1 12.5

2級

7級

大　学　卒 185,200 185,200

（歳） 43.60

区　　分 一般行政職（円）

一般会計の制度

一般行政職（円）

令 和 4 年 1 月 1 日

現 在

平均給料月額 （円） 331,287

平均給与月額 （円） 366,487

平均年齢

高　校　卒 154,600 154,600

区　　　分 一般行政職

令 和 5 年 1 月 1 日

現 在

平均給料月額 （円） 309,612

平均給与月額 （円） 341,925

平均年齢 （歳） 41.00
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(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当

(6) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の制度 2.200 2.200 4.400 有

前 年 度 2.150 2.250 4.400 有

備　考6月 12月

（月分） （月分）

本 年 度 2.200 2.200 4.400 有

区分

支給期別支給率

支給率計

（月分）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

比　率　（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0

前

年

度

職 員 数 （A） （人） 8

昇給に係る職員数 （B） （人） 8

号給数別内訳

7号給 （人）

8号給 （人）

5号給 （人）

6号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 7

1号給 （人）

2号給 （人） 1

2

3号給 （人）

8号給 （人） 2

比　率　（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0

6号給 （人）

7号給 （人）

区　　　　　　分 一般行政職

本

年

度

職 員 数 （A） （人） 8

昇給に係る職員数 （B） （人）

4号給 （人） 4

5号給 （人）

8

号給数別内訳

1号給 （人）

2号給 （人）

区分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
その他の

加算措置等

退職時

特別昇給

備考

（月分） （月分） （月分） （月分）

なし

なし

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期

退職特例措置

（2％～45％加算）

一般会計

の制度

（支給率

等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期

退職特例措置

（2％～45％加算）
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(7) その他の手当

計 61,770 55,900 - 24,408

60.3

100.0

％

39.5

60.5

100.061,770 -37,362

令和

5年度

37,362 33,900 - - 37,362 37,362 -3,462

5,870

継続費に関する調書

令和

4年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

41 資

本的

支出

1 建設

改良

費

穴川第二

水源地施

設整備事

業

24,408 22,000 - 24,408 - 24,408 -

- - 60,600 60,600 -

計 100,500 91,000 - 39,900 60,600 100,500 -

41 資

本的

支出

1 建設

改良

費

旭志西部

第四水源

地施設整

備事業

39,900 36,100 -

千円 千円 千円 千円 千円

-39,90039,900 - 39.7

％

款 項 事業名

前前年

度末ま

での支

払義務

発生額

前年度

末まで

の支払

義務発

生(見

込)額

当該年

度支払

義務発

生予定

額

当該年

度末ま

での支

払義務

発生予

定額

翌年度

以降の

支払義

務発生

予定額

継続費の

総額に対

する進捗

率

年度 年割額

企業債

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの

支払義務発生（見込）額

当該年度以降の

支出義務発生予定額

左の財

源内訳

期間 金額 期間 金額 給水収益

水道事業

業務委託

千円

平成31年度

～

令和4年度

千円

令和5年度

千円 千円

261,200 206,155 51,656 51,656

千円

千円

全体計画

左の財源内訳

損益勘

定留保

資金

3,800

5,700

9,500

2,408

令和

4年度

千円 千円

令和

5年度

60,600 54,900
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余白
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(令和4年4月1日 から 令和5年3月31日 まで)

(単位:千円)

1 営業収益

　(1)給水収益 490,000

　(2)その他営業収益 2,964 492,964

2 営業費用

　(1)原水及び浄水費 103,820

　(2)配水及び給水費 71,687

　(3)総係費 121,668

　(4)減価償却費 229,308

　(5)資産減耗費 212

　(6)その他営業費用 1 526,696

　　　営業損失 33,732

3 営業外収益

　(1)受取利息 40

　(2)雑収益 36,740

　(3)長期前受金戻入 70,252 107,032

4 営業外費用

　(1)支払利息 45,809

　(2)雑支出 3,064 48,873 58,159

　　　経常利益 24,427

5 特別利益

　(1)固定資産売却収益 1

　(2)過年度損益修正益 1

　(3)その他特別利益 1 3

6 特別損失

　(1)固定資産売却損 1

　(2)臨時損失 1

　(3)過年度損益修正損 727

　(4)その他特別損失 1 730 △ 727

7 予備費 △ 3,636

　当年度純利益 20,064

　前年度繰越利益剰余金 0

　その他未処分利益剰余金変動額 52,819

　当年度未処分利益剰余金 72,883

令和4年度 菊池市水道事業予定損益計算書
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(単位：千円)

1 固定資産

　(1)有形固定資産

　　イ 土地 111,931

　　ロ 建物 250,561

　　　 減価償却累計額 △ 127,948 122,613

　　ハ 構築物 7,583,252

　　 　減価償却累計額 △ 3,300,733 4,282,519

　　ニ 機械及び装置 1,471,370

　　　 減価償却累計額 △ 979,845 491,525

　　ホ 車両運搬具 8,576

　　 　減価償却累計額 △ 6,840 1,736

　　ヘ 工具器具及び備品 42,346

　　　 減価償却累計額 △ 36,815 5,531

　　ト 建設仮勘定 154,107

　　有形固定資産合計 5,169,962

　(2)無形固定資産

　　イ 電話加入権 212

　　ロ 地上権 233

　　ハ ソフトウェア 1,999

　　無形固定資産合計 2,444

　固定資産合計 5,172,406

2 流動資産

　(1)現金・預金 488,308

　(2)未収金 12,522

貸倒引当金 △ 412 12,110

　(3)貯蔵品 11,597

　(4）前払費用 1

　流動資産合計 512,016

　資産合計 5,684,422

令和4年度 菊池市水道事業予定貸借対照表

(令和5年3月31日)

資産の部
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3 固定負債

　(1)企業債

　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,803,998

　(2)引当金

　　イ 修繕引当金 9,400

　固定負債合計 2,813,398

4 流動負債

　(1)企業債

　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 195,481

　(2)未払金 12,502

　(3)引当金

　　イ 賞与等引当金 4,708

　　ロ 修繕引当金 5,000

　(4)その他流動負債 300

　流動負債合計 217,991

5 繰延収益

長期前受金 1,584,703

収益化累計額 △ 899,989

建設仮勘定長期前受金 6,602

繰延収益合計 691,316

　負債合計 3,722,705

6 資本金 1,676,566

7 剰余金

　(1)資本剰余金

　　イ 国庫（県）補助金 8,845

　　ロ 受贈財産評価額 20,691

　　ハ 負担金 150,607

　　ニ その他資本剰余金 32,125

　資本剰余金合計 212,268

　(2)利益剰余金

　　イ 当年度未処分利益剰余金 72,883

　利益剰余金合計 72,883

　剰余金合計 285,151

　資本合計 1,961,717

　負債・資本合計 5,684,422

資本の部

負債の部
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(単位：千円)

1 固定資産

　(1)有形固定資産

　　イ 土地 111,931

　　ロ 建物 268,742

　　　 減価償却累計額 △ 134,421 134,321

　　ハ 構築物 7,790,253

　　 　減価償却累計額 △ 3,459,655 4,330,598

　　ニ 機械及び装置 1,733,282

　　　 減価償却累計額 △ 1,027,236 706,046

　　ホ 車両運搬具 8,576

　　 　減価償却累計額 △ 7,043 1,533

　　ヘ 工具器具及び備品 43,476

　　　 減価償却累計額 △ 37,320 6,156

　　有形固定資産合計 5,290,585

　(2)無形固定資産

　　イ 電話加入権 212

　　ロ 地上権 221

　　ハ ソフトウェア 1,599

　　無形固定資産合計 2,032

　固定資産合計 5,292,617

2 流動資産

　(1)現金・預金 470,954

　(2)未収金 11,688

貸倒引当金 △ 451 11,237

　(3)貯蔵品 9,929

　(4）前払費用 1

　流動資産合計 492,121

　資産合計 5,784,738

令和5年度 菊池市水道事業予定貸借対照表

(令和6年3月31日)

資産の部
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3 固定負債

　(1)企業債　

　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,920,372

　(2)引当金

　　イ 修繕引当金 9,400

　固定負債合計 2,929,772

4 流動負債

　(1)企業債　

　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 193,025

　(2)未払金 4,593

　(3)引当金

　　イ 賞与等引当金 4,923

　(4)その他流動負債 300

　流動負債合計 202,841

5 繰延収益

長期前受金 1,642,632

収益化累計額 △ 969,805

繰延収益合計 672,827

　負債合計 3,805,440

6 資本金 1,676,566

7 剰余金

　(1)資本剰余金

　　イ 国庫（県）補助金 8,845

　　ロ 受贈財産評価額 20,691

　　ハ 負担金 150,607

　　ニ その他資本剰余金 32,125

　資本剰余金合計 212,268

　(2)利益剰余金

　　イ 当年度未処分利益剰余金 90,464

　利益剰余金合計 90,464

　剰余金合計 302,732

　資本合計 1,979,298

　負債・資本合計 5,784,738

資本の部

負債の部
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Ⅰ．　重要な会計方針に係る事項

　　1　固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　  ・ 減価償却の方法　　　　定額法による。

　　 　　 ・ 主な耐用年数

　　　　　　　　　　　　　　建物 　　 10～50年

　　　　　　　　　　　　構築物 　　　 10～60年

　　　　　　　　　機械及び装置 　　 8～20年

　　　　　　　　　工具器具及び備品 　 4～15年

　　　　　　　　　車両運搬具 5～6年

（2） 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　　 ・ 減価償却の方法　　　　定額法による。

　　　　　 ・ 主な耐用年数

　　　　　　　　　　　　　地上権　　　 50年

　　　　　　　　　ソフトウェア 5年

　　2　引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

　　　　　　　本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠

          　 出しているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以

          　 降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては

          　 退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

（2） 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　　  　職員の期末勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

　 　　　　 給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

（3） 貸倒引当金

　　　　　  債権の不納欠損に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

　　3　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

Ⅱ．　予定貸借対照表等関連

　　　 企業債償還に係る他会計の負担

　　　 　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のもの

　 　　　も含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、514,895千円である。

Ⅲ．　その他の注記

　　　 新会計基準以降に係る経過措置

（1） 修繕引当金の取崩し

　　　　　当年度において、前年度末日において計上されている修繕引当金 5,000千円を取り崩す。

（2） 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　　　当年度において、職員の期末勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費を支払うため、

           賞与引当金 3,919千円、法定福利費引当金 789千円をそれぞれ取り崩す。

（3） 貸倒引当金の取崩し

　　　　　当年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、貸倒引当金 412千円を取り崩す。

注記表
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令和5年度

菊池市水道事業会計予算附属資料
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＜附属資料＞

収入及び支出の見積り基礎

収益的収入

区分 金額

11 水道事業

収益

650,751 649,695 1,056

1 営業収益 543,368 544,129 △ 761

1 給水収益 539,000 539,000 0

1 水道料金 539,000 本年度年間有収水量　

3,495,000 

3 その他営業

収益

4,368 5,129 △ 761

1 材料売却収

益

1

2 手数料 2,571

4 雑収益 1,796

2 営業外収益 107,380 105,563 1,817

1 受取利息及

び配当金

44 40 4

1 預金利息 44 定期預金及び普通預金

3 雑収益 37,520 35,271 2,249

1 不用品売却

益

1

2 その他雑収

益

37,519

5 長期前受金

戻入

69,816 70,252 △ 436

1 長期前受金

戻入

69,816

3 特別利益 3 3 0

1 固定資産売

却収益

1 1 0

1 固定資産売

却収益

1

2 過年度損益

修正益

1 1 0

1 過年度損益

修正益

1

3 その他特別

利益

1 1 0

1 その他特別

利益

1

下水道事業会計徴収事務負担金

等

消火栓維持管理費一般会計負担

金等

督促・各種検査手数料

長期前受金の収益化

（単位：千円）

款・項 目 本年度 前年度 比較

節

説明
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収益的支出

区分 金額

21 水道事業

費用

609,490 602,825 6,665

1 営業費用 555,364 545,686 9,678

1 原水及び浄

水費

112,675 107,993 4,682

1 給料 14,825 職員4名分

2 手当等 6,098 扶養手当 540 千円

住居手当 564 千円

通勤手当 280 千円

時間外勤務手当 720 千円

期末勤勉手当 3,994 千円

4 法定福利費 4,282 共済組合負担金

7 備消耗品費 37 水源地消耗品

9 光熱水費 289 電気料金等

10 通信運搬

費

971 専用回線電話料

11 委託料 15,926 水質検査委託料等

13 賃借料 300 発電機賃借料等

14 修繕費 3,599 水源地施設修繕費等

15 動力費 62,877 水源地電気料等

16 薬品費 1,074 次亜塩素等

35 賞与等引

当金繰入額

2,397 賞与引当金 1,997 千円

法定福利費引当金 400 千円

2 配水及び給

水費

77,424 77,081 343

7 備消耗品費 1,209 非常用給水袋等消耗品代

9 光熱水費 692 配水池電気料

10 印刷製本

費

1,290 検針用ロール紙

11 通信運搬

費

304 携帯電話通話料

12 委託料 8,065 漏水調査委託料等

13 手数料 12,785 量水器取替手数料等

14 賃借料 1,800 積算システム賃借料等

15 修繕費 39,373 配・給水管修繕費等

16 動力費 10,406 配水池電気料等

20 工事請負

費

1,500 消火栓修繕工事等

款・項 目 本年度 前年度 比較

節

説明

（単位：千円）
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区分 金額

4 総係費 131,361 131,800 △ 439

1 給料 14,832 職員4名分

2 手当等 8,132 扶養手当 876 千円

通勤手当 291 千円

時間外勤務手当 500 千円

管理職手当 552 千円

期末勤勉手当 4,208 千円

児童手当 840 千円

865 千円

4 法定福利費 5,373 共済組合負担金 4,427 千円

82 千円

552 千円

312 千円

5 報酬 4,430

6 退職給与金 4,152 退職手当組合負担金

8 被服費 87 作業服代

9 旅費 821

10 備消耗品

費

1,645 消耗品代、追録等

11 燃料費 913 車燃料代等

12 光熱水費 1,046 電気料等

13 印刷製本

費

1,803 納入通知書等

14 通信運搬

費

4,983 後納郵便料、電話料等

16 委託料 63,063 水道事業業務委託料等

17 手数料 7,361 口座振替手数料等

18 賃借料 647 水道局舎借地料等

19 修繕費 931 車検等修繕代

22 食糧費 11 管工事組合草刈り時お茶代

25 公課費 41 自動車重量税等

26 負担金 6,205 日本水道協会負担金等

27 保険料 1,908 水道施設損害保険料等

35 賞与等引

当金繰入額

2,526 賞与引当金 2,104 千円

法定福利費引当金 422 千円

38 貸倒引当

金繰入額

451 貸倒引当金繰入額

節

説明

社会保険料

公務災害補償基金

負担金

期末手当（会計年度

任用職員）

共済組合負担金（会

計年度任用職員）

会計年度任用職員、上水道事業運

営審議会委員報酬

上水道事業運営審議会、経理事務

研修会等

款・項 目 本年度 前年度 比較
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区分 金額

5 減価償却費 232,421 228,599 3,822

232,009 建物 6,473 千円

構築物 170,741 千円

    機械及び装置 54,086 千円

工具器具及び備品 505 千円

車両運搬具 204 千円

2 無形固定資

産減価償却費

412 地上権 12 千円

ソフトウェア 400 千円

6 資産減耗費 1,482 212 1,270

1 固定資産除

却費

1,432 構築物 878 千円

機械及び装置 503 千円

工具器具及び備品 51 千円

2 たな卸資産

減耗費

50

7 その他営業

費用

1 1 0

1 材料売却原

価

1

2 営業外費用 49,324 52,337 △ 3,013

1 支払利息及

び企業債取扱

諸費

42,979 45,809 △ 2,830

1 企業債利息 42,979 財務省、地方公共団体金融機構

3 雑支出 1,751 1,917 △ 166

1 不用品売却

原価

1

2 その他営業

外費用雑支出

1,750

4 消費税 4,594 4,611 △ 17

1 消費税 4,594

3 特別損失 802 802 0

1 固定資産売

却損

1 1 0

1 固定資産売

却損

1

3 過年度損益

修正損

800 800 0

1 過年度損益

修正損

800 過年度漏水減免等

4 その他特別

損失

1 1 0

1 その他特別

損失

1

4 予備費 4,000 4,000 0

1 予備費 4,000 4,000 0

1 予備費 4,000

消費税及び地方消費税納付予定

額

款・項 目 本年度 前年度 比較

1 有形固定資

産減価償却費

4条特定収入分仮払消費税及び地

方消費税の一括費用化

節

説明
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資本的収入

区分 金額

31 資本的収

入

361,634 276,660 84,974

1 企業債 309,400 213,100 96,300

1 企業債 309,400 213,100 96,300

1 企業債 309,400 公営企業債等

3 一般会計繰

入金

37,266 36,592 674

1 一般会計繰

入金

37,266 36,592 674

1 一般会計繰

入金

37,266

4 負担金 14,967 26,967 △ 12,000

1 負担金 5,000 5,000 0

1 負担金 5,000

2 加入金 9,966 9,966 0

1 加入金 9,966 水道新規加入金

3 工事負担金 1 12,001 △ 12,000

1 工事負担金 1

5 固定資産売

却代金

1 1 0

1 固定資産売

却代金

1 1 0

1 固定資産売

却代金

1

説明

（単位：千円）

消火栓新設工事費一般会計負担

金

款・項 目 本年度 前年度 比較

節

簡易水道事業債等償還一般会計

繰入金
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資本的支出

区分 金額

41 資本的支

出

584,855 506,237 78,618

1 建設改良費 389,373 305,733 83,640

2 固定資産購

入費

1 1 0

1 固定資産購

入費

1 土地

3 水道設備費 144,262 207,270 △ 63,008

1 工事請負費 126,762

2 委託料 6,200

3 材料費 11,300 取水ポンプ等

4 水道整備費 237,800 87,700 150,100

1 工事請負費 226,300

2 委託料 8,000

3 材料費 3,500

5 営業設備費 7,310 10,762 △ 3,452

1 量水器費 2,309 新規量水器出庫

2 備品費 5,001

○ 負担金 0 3,000 △ 3,000 廃項

3 企業債償還

金

195,482 197,504 △ 2,022

1 企業債償還

金

195,482 197,504 △ 2,022

1 企業債償還

金

195,482 借入企業債元金償還金

検針機器購入等

大琳寺木庭橋線配水管布設替工

事等

大琳寺地区配水管布設替測量設

計委託料等

亘第三水源地取水ポンプ交換工

事等

工事等設計・監理委託料

（単位：千円）

節

説明款・項 目 本年度 前年度 比較
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